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公認心理師法案要綱 

 

第１ 目的 

  この法律は、公認心理師の資格を定めて、その業務の適正を図り、もって国民の心の

健康の保持増進に寄与することを目的とすること。         （第１条関係） 

 

第２ 定義 

  この法律において「公認心理師」とは、第５の１の登録を受け、公認心理師の名称を

用いて、保健医療、福祉、教育その他の分野において、心理学に関する専門的知識及び

技術をもって、次に掲げる行為を行うことを業とする者をいうものとすること。 

                                 （第２条関係） 

 ⑴ 心理に関する支援を要する者の心理状態を観察し、その結果を分析すること。 

 ⑵ 心理に関する支援を要する者に対し、その心理に関する相談に応じ、助言、指導そ

の他の援助を行うこと。 

 ⑶ 心理に関する支援を要する者の関係者に対し、その相談に応じ、助言、指導その他

の援助を行うこと。 

 ⑷ 心の健康に関する知識の普及を図るための教育及び情報の提供を行うこと。 

 

第３ 欠格事由 

  次のいずれかに該当する者は、公認心理師となることができないものとすること。 

                                 （第３条関係） 

 ⑴ 成年被後見人又は被保佐人 

 ⑵ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった

日から起算して２年を経過しない者 

 ⑶ この法律の規定その他保健医療、福祉又は教育に関する法律の規定であって政令で

定めるものにより、罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けること

がなくなった日から起算して２年を経過しない者 

 ⑷ 第５の１の登録を取り消され、その取消しの日から起算して２年を経過しない者 

 

第４ 試験 

 １ 公認心理師試験（以下「試験」という。）に合格した者は、公認心理師となる資格

を有するものとすること。                   （第４条関係） 

 ２ 試験は、公認心理師として必要な知識及び技能について行うものとし、毎年１回以

上、文部科学大臣及び厚生労働大臣が行うものとすること。（第５条及び第６条関係） 

 ３ 試験は、次のいずれかに該当する者でなければ、受けることができないものとする

こと。                            （第７条関係） 

  ⑴ 学校教育法に基づく大学（短期大学を除く。以下同じ。）において心理学その他

の公認心理師となるために必要な科目として文部科学省令・厚生労働省令で定める

ものを修めて卒業し、かつ、同法に基づく大学院において心理学その他の公認心理

師となるために必要な科目として文部科学省令・厚生労働省令で定めるものを修め

てその課程を修了した者その他その者に準ずるものとして文部科学省令・厚生労働

省令で定める者 

  ⑵ 学校教育法に基づく大学において心理学その他の公認心理師となるために必要

な科目として文部科学省令・厚生労働省令で定めるものを修めて卒業した者その他
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その者に準ずるものとして文部科学省令・厚生労働省令で定める者であって、文部

科学省令・厚生労働省令で定める施設において文部科学省令・厚生労働省令で定め

る期間以上第２⑴から⑶までに掲げる行為の業務に従事したもの 

  ⑶ 文部科学大臣及び厚生労働大臣が⑴及び⑵に掲げる者と同等以上の知識及び技

能を有すると認定した者 

 ４ 文部科学大臣及び厚生労働大臣は、その指定する者（以下「指定試験機関」という。）

に試験の実施に関する事務を行わせることができるものとするほか、試験に関し所要

の規定を置くこと。              （第８条から第２７条まで関係） 

 

第５ 登録 

 １ 公認心理師となる資格を有する者が公認心理師となるには、公認心理師登録簿に、

氏名、生年月日等の登録を受けなければならないものすること。 （第２８条関係） 

 ２ 文部科学大臣及び厚生労働大臣は、その指定する者に公認心理師の登録の実施に関

する事務を行わせることができるものとするほか、登録に関し所要の規定を置くこと。 

                        （第２９条から第３９条まで関係） 

 

第６ 義務等 

 １ 公認心理師は、公認心理師の信用を傷つけるような行為をしてはならないものとす

ること。                          （第４０条関係） 

 ２ 公認心理師は、正当な理由がなく、その業務に関して知り得た人の秘密を漏らして

はならないものとするとともに、公認心理師でなくなった後においても、同様である

ものとすること。                      （第４１条関係） 

 ３ 公認心理師は、その業務を行うに当たっては、その担当する者に対し、保健医療、

福祉、教育等が密接な連携の下で総合的かつ適切に提供されるよう、これらを提供す

る者その他の関係者等との連携を保つとともに、心理に関する支援を要する者に当該

支援に係る主治の医師があるときは、その指示を受けなければならないものとするこ

と。                            （第４２条関係） 

 ４ 公認心理師は、業務の内容の変化に適応するため、第２⑴から⑷までに掲げる行為

に関する知識及び技能の向上に努めなければならないものとすること。 

                                （第４３条関係） 

 ５ 公認心理師でない者は、公認心理師という名称を使用してはならないものとすると

ともに、その名称中に心理師という文字を用いてはならないものとすること。 

                                （第４４条関係） 

 

第７ 罰則 

  罰則に関し、所要の規定を設けること。    （第４６条から第５０条まで関係） 

 

第８ 施行期日等 

 １ この法律は、公布の日から起算して２年を超えない範囲内において政令で定める日

から施行すること。ただし、指定試験機関等に係る一部の規定は、公布の日から起算

して６月を超えない範囲内において政令で定める日から施行すること。 

                               （附則第１条関係） 

 ２ 試験の受験資格の経過的特例を設ける等所要の規定を整備すること。 

                       （附則第２条から第１０条まで関係） 


